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衆 1。 大会議室

社会保障と税の抜本改革調査会・税制改正PT合同総会 次第

1.挨 拶

2.社会保障と税の一体改革について協議

次回開催予定



再修正の方向性

税制抜本改革の実施につ
iい
て、以下の点を成案第V章

において明文化する。

(1)デフレ脱却と経済活性化に向けた取組みを通じて
経済状況の好転を実現させること

(2)税制抜本改革は経済状況の好転を前提として実施
すること

(3)「経済状況の好転」は、震災の影響等からの景気回
復過程の状況、国際経済の動向等を見極め、総合的に   |
判断すること

(4また、税制抜本改革の実施に当たっては、予期せざ
る経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとすること    |

(5)上記 (3)及びに)については、成案決定後、税制抜本
改革の法案を策定する中で、政府・与党において十分
検討し、法制上必要な措置を具体化すること

(6)税制抜本改革は、不断の行政改革と歳出の無駄排除
にさらに注力しつつ、国民の理解と協力を得ながら社
会保障改革と一体で進めること

※ その他、震災復興への取組みと一体改革の両立の必要
性について、成案冒頭の柱書きに明記する。



社会保障・税一体改革成案(案)

社会保障と税の一体改革については、平成 22年 10月に政府・与党社会保障改

革検討本部を設置し、以来、同年 11月から12月にかけて社会保障改革に関する

有識者検討会を開催、本年2月から6月にかけては社会保障改革に関する集中検

討会議を開催するなど、精力的に議論を進めてきた。また、この間、与党(民主党・

国民新党)においても、民主党社会保障と税の抜本改革調査会等において議論を

深め、報告の取りまとめ等を行つてきた。

本成案は、昨年 12月 14日の閣議決定に基づき、政府・与党におけるこれらの集

中的な検討の成果をもとに、社会保障と税の一体改革の具体的方向について取り

まとめたものである。

I 社会保障改革の全体

1 社会保障改革の基本的考え方

現行社会保障制度の基本的枠組みが作られた 1960年代以降今日までの社会

経済諸情勢の大きな変化を踏まえ、国民の自立を支え、安心して生活ができる社

会基盤を整備するという社会保障の原点に立ち返り、その本源的機能の復元と強

化を図る。

具体的には、社会保障国民会議、安心社会実現会議以来の様々な議論の積み

重ねを尊重し、昨年 12月の社会保障改革に関する有識者検討会報告で示された

「3つの理念」「5つの原則」を踏まえ、必要な社会保障の機能強化を確実に実施し、

同時に社会保障全体の持続可能性の確保を図るため、以下の諸点に留意しつつ、

制度全般にわたる改革を行う。

① 自助口共助口公助の最適バランスに留意し、個人の尊厳の保持、自立・自助

を国民相互の共助・連帯の仕組みを通じて支援していくことを基本に、格差・

貧困の拡大や社会的排除を回避し、国民一人一人がその能力を最大限発揮

し、積極的に社会に参加して「居場所と出番」を持ち、社会経済を支えていくこ

とのできる制度を構築する。

1



② 必要な機能の充実と徹底した給付の重点化口告1度運営の効率化を同時に行

い、真に必要な給付を確実に確保しつつ負担の最適化を図り、国民の信頼に

応え得る高機能で中長期的に持続可能な制度を実現する。

③ 給付・負担両面で、世代間のみならず世代内での公平を重視した改革を行

う。

④ 社会保障・財政‐経済の相互関係に留意し、社会保障改革と財政健全化の

同時達成、社会保障改革と経済成長との好循環を実現する。

⑤ 国民の視点で、地方単独事業を含む社会保障給付の全体像を整理するとと

もに、地域や個人の多様なニーズに的確に対応できるよう、地方の現場にお

ける経験や創意を取り入れ、各種サービスのワンストップ化をはじめ制度の

簡素化や質の向上を推進する。

2改革の優先順位と個別分野における具体的改革の方向

(1)改革の優先順位

厚生労働省案に示す「社会保障制度改革の基本的方向性」(1.全世代対応

型日未来への投資、 2.参加保障・包括的支援(全ての人が参加できる社会)、
3.普遍主義、分権的口多元的なサービス供給体制、 4.安心に基づく,舌力)を

踏まえ、

①子ども・子育て支援、若者雇用対策

② 医療口介護等のサービス改革

③ 年金改革

④制度横断的課題としての「貧困口格差対策(重層的セーフティネット)」「低所得

者対策」

についてまず優先的に取り組む。

(2)個別分野における具体的改革

個別分野における具体的改革項目については、

① 5月 23日及び 30日に総理から示された「安心」3本柱、「支え合い」3本柱、

「成長」3本柱について、着実な実行を図る。

② 負担と給付の関係が明確な社会保険(=共助・連帯)の枠組みの強イЫこよる
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機能強化を基本とする。

③ ①及び②を前提に、社会の分断・二極化、貧困口格差の再生産の防止の観

点から、社会保険制度において適用拡大や低所得者対策を実施するなどによ

り、セーフティネット機能の強化を図る。

④ 世代間のみならず、世代内(特に高齢世代内)での公平の確保、所得再分

配機能の強化を図る観点からt給付・負担両面での見直しを行う。

⑤ 医療・介護・保育等のサービス分野における多様な主体の参加、「新しい公

共」の創出など、成長に貢献し、地域に根ざすサービス提供体制の実現を図

る。

といった点を基本に、必要な機能の充実と徹底した給付の重点化〔制度運営の

効率化を同時に実施する。

個別分野ごとの充実項目、重点化・効率化項目の内容及び改革の工程は、

別紙1「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」の欄 A～Cに示すとおりで

あり、各改革項目の記述に当たっては、可能な限り具体的な数値目標を示すと

ともに、成長戦略に関係の深い項目についてはその旨付記した。

<個別分野における主な改革項目(充実/重点化・効率化)>
I 子ども・子育て

○ 子ども・子育て新システムの制度実施等に伴い、地域の実情に応じた保

育等の量的拡充や幼保一体化などの機能強化を図る。

・ 待機児童の解消、質の高い学校教育・保育の実現、放課後児童クラブの

拡充、社会的養護の充実

暉保育等への多様な事業主体の参入促進、既存施設の有効活用、実施体

制の一元化

Ⅱ 医療・介護等
○ 地域の実情に応じたサービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化を

図る。そのため、診療報酬・介護報酬の体系的見直しと基盤整備のための

一括的な法整備を行う。        ′

・ 病院・病床機能の分化・強化と連携、地域間・診療科間の偏在の是正、予

防対策の強化、在宅医療の充実等、地域包括ケアシステムの構築・ケア

マネジメントの機能強化・居住系サービスの充実、施設のユニット化、重
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点化に伴うマンパワーの増強

・ 平均在院日数の減少、外来受診の適正化、ICT,舌用による重複受診・重

複検査口過剰薬剤投与等の削減、介護予防・重度化予防

○ 保険者機能の強化を通じて、医療・介護保険制度のセーフティネット機能

の強化・給付の重点化などを図る。

a)被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、市町村国保の財政運営

の都道府県単位化・財政基盤の強化

b)介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配

慮、保険給付の重点化

・ 1号保険料の低所得者保険料軽減強化
口介護納付金の総報酬割導入、重度化予防に効果のある給付への重点化

c)高度・長期医療への対応(セーフティネット機能の強化)と給付の重点化
・ 高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額

負担等の併せた検討

d)その他

・ 総合合算制度、高齢者医療制度の見直し、低所得者対策・逆進性対策等

の検討

・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し、国保組合

の国庫補助の見直し、高齢者医療費支援金の総報酬割導入、70～ 74歳 2

割負担

Ⅲ 年金

○ 国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、「新しい年金制度の創設」

実現に取り組む。

・ 所得比例年急社会保険方式)、 最低保障年金(税財源)

〇 年金改革の目指すべき方向性に

'わ
て、現行制度の改善を図る。

・ 最低保障機能の強化十高所得者の年金給付の見直し

口短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大、第3号被保険者制度の見

直し、在職老齢年金の見直し、産休期間中の保険料負担免除、被用者年

金の一元化

ロデフレ下のマクロ経済スライド、支給開始年齢の引上げ、標準報酬上限

の引上げ



○ 業務運営の効率化を図る(業務運営及びシステムの改善)。

Ⅳ 就労促進

○ 全員参加型社会の実現のために、若者の安定的雇用の確保、女性の就業

率の M字カーブの解消、年齢にかかわりなく働き続けることができる社会
づくり、障害者の雇用促進に取り組む。その際、地域の実情に応じ、関係機

関が連携し、就労促進施策を福祉、産業振興、教育施策などと総合的に実

施する。

○ ディーセント・ワーク(働きがいのある人間らしい仕事)の実現を図る。

○ 雇用保険口求職者支援制度の財源について、関係法の規定を踏まえ検討

する。

V I～Ⅳ以外の充実、重点化・効率化
・ サービス基盤の整備、医療イノベーションの推進、第2のセーフティネットの

構築、生活保護の見直し(就労口自立支援の充実、医療扶助等の適正化、不正

受給防止対策の徹底、関係機関の連携強化などの重点化・効率化)、 総合的

な́障害者施策の充実(+1度の谷間のない支援、地域移行・地域生活の支援の

検討)、 難病対策の検討、震災復興における新たな安心地域モデルの提示

・ また、社会保障制度の持続可能性向上のためには、次世代を担う子ども・若

者の育成が肝要であり、上記の社会保障制度改革と併せて、雇用流動化に対

応して、手に職をつけ就業につなげるための教育環境整備や、教育の質と機

会均等を確保するための方策、特に生計困難でありながら好成績を修めた学

生等への支援の強化に取り組む。

Ⅵ 地方単独事業

〇 以上の改革の方向も勘案し、地方自治体は、国費に関連する制度と相まっ

て、地域の実情に応じて、社会保障関係の地方単独事業を実施する。

日掲]貧困・格差対策 ～ 重層的なセーフティネットの構築

○ 就労口生活支援が一体となったワンストップサービス

○ 短時間労働者に対する社会保険の適用拡大

○ 社会保険制度における低所得者対策の強化

甲市町村国保口介護保険における低所得者への配慮、高度口長期医療への

対応(セ=フティネット機能の強化)、 総合合算制度、年金制度における最低

保障機能の強化
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○ 第 2のセーフティネットの構築
口求職者支援制度の創設、複合的困難を抱える者への伴走型支援(パーソ

ナルサポート、ワンストップサービス等による社会的包摂の推進)

○ 生活保護の見直し

(3)社会保障・税に関わる共通番号制度の早期導入

社会保障・税に関わる番号制度は、主として、真に手を差し伸べるべき人に対

する社会保障を充実させ、効率的かつ適切に提供することを目的に導入を目指

すものである。その導入により、国民の負担の公正性を確保するとともに、国民

の利便性の更なる向上を図ることが可能となるほか、行政の効率化ロスリム化も

可育ヒとなる。

その導入に当たっては、制度面とシステム面の両面で十分な個人情報保護策

を講じるとともに、費用と便益を示し、国民の納得と理解を得ていく必要がある。

6月には「社会保障・税番号大綱(仮称)」を策定し、今秋以降可能な限り早期に

国会への法案提出を目指す。

Ⅱ 社会保障費用の

1 機能強化(充実と重点化・効率化の同時実施)にかかる費用

子ども・子育て、医療・介護等及び年金の各分野ごとの充実項目、重点化・効

率化項目にかかる費用(公費)の推計は別紙1の欄 D及び Eに示すとおりであ
る。

改革全体を通じて、2015年度において

充実による額 3.8兆円程度

重点化・効率イЫこよる額   ～▲1.2兆円程度
を一つの目途として、機能強化(充実と重点化・効率化の同時実施)による追加

所要額(公費)は、約 2.7兆円程度と見込まれる。

2015年段階における各分野ごとの追加所要額(公費)は、

0.7兆円程度
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(税制抜本改革以外の財源も含めて1兆円超程度の措置を今後検討)

Ⅱ 医療・介護等 ～1.6兆円弱程度

(総合合算制度～0.4兆円程度を含む)

～0.6兆円程度

～1.4兆円程度

(総合合算制度～0.4兆円程度を含む)

と見込まれる。

2社会保障給付にかかる公費(国・地方)全体の推計
社会保障給付にかかる現行の費用推計については、そのベースとなる統計

が基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、

地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理す

る。1

社会保障・税―

1社会保障の安定財源確保の基本的枠組み

(1)消費税収を主たる財源とする社会保障安定財源の確保

民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」中間整理等、社会保障財源のあり

方に関する累次の報告や関係法律の規定を踏まえ、国民が広く受益する社会保

障の費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点などから、社会保障給付

に要する公費負担の費用は、消費税収(国口地方)を主要な財源として確保す

る。

消費税収(国口地方)については、このうち国分が現在予算総則上高齢者三経

費に充当されているが、今後は、高齢者三経費を基本としつつ、「制度として確

12011年度予算ベースでは、社会保障給付に係る国・地方公費は 39.4兆円である。

他方、総務省鷹調こよれば、2011年度でtナじ瞬判蜂諭ことして社会保障に貯 る支出は 7.7兆円と見込まれ

る。
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立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための

施策に要する費用」(「社会保障四経費」、平成 21年度税制改正法附則 104条 )

に充当する分野を拡充する。社会保障の安定財源確保に向けて、消費税収の規

模とこれらの費用の関係を踏まえ、国・地方合わせた消費税収の充実を図る。

(2)消費税収の使途の明確化

消費税収 (国・地方、現行分の地方消費税を除く)については、全て国民に還

元し、官の肥大化には使わない2こととし、消費税を原則として社会保障の目的

税とすることを法律上、会計上も明確にすることを含め、区分経理を徹底する等、

その使途を明確化する(消費税収の社会保障財源化)。

さらに、将来的には、社会保障給付にかかる公費全体について、消費税収

(国・地方)を主たる財源として安定財源を確保することによって、社会保障制度

の一層の安定・強化につなげていく。

(3)国口地方を通じた社会保障給付の安定財源の確保

上記(1)及び(2)の改革を進めるに当たり、国民一人一人に包括的な支援を

行うという社会保障の考え方からすれば、地域住民に身近なところでサービスを

設計し、実行する地方自治体の役割は極めて重要であり、地方による分権的な

社会保障は、社会保障の信頼を大きく高める。現行分の消費税収 (国口地方)に

ついてはこれまでの経緯を踏まえ国・地方の酉己分(地方分については現行分の

地方消費税及び消費税の現行の交付税法定率分)と地方分の基本的枠組みを

変更しないことを前提として、引上げ分の消費税収(国口地方)については(1)の

分野に則つた範囲の社会保障給付における国と地方の役割分担に応じた配分

を実現することとし、国とともに社会保障制度を支える地方自治体の社会保障給

付に対する安定財源の確保を図る。

今般の社会保障改革における安定財源確保の考え方を踏まえつつ、Ⅱ-2
における総合的な整理を行つた上で、地方単独事業に関して、必要な安定財源

が確保できるよう、Ⅳ(5)に掲げる地方税制の改革などを行う。

2有識者検討会報告において引用されている「キ諦売T哺腋社会保障構築とその安定財源確保に向けた中期プロ

グラム」(平成20年 12月 24日間諭失つ参照
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(4)消費税率の段階的引上げ

上記(1)～ (3)を踏まえ、社会保障給付の規模に見合つた安定財源の確保に

向け、まずは、2015年度までに段階的に消費税率(国・地方)を 10%まで引き上

げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する(男1紙2)。

2社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成

未来への投資である社会保障のコストを、将来世代に先送りすることは許さ

れない。現在の社会保障給付の財源の多くが赤字公債、すなわち将来世代の

負担で賄われている。このような状況は、社会保障のあり方としても、危機的と

も言える国・地方の財政状況からもこれ以上放置することはできず、「現在の世

代が受ける社会保障は現在の世代で負担する」
3との原則に一刻も早く立ち戻る

必要がある。

今回の社会保障改革の目指すところは、「社会保障の機能強化」と「機能維持

一制度の持続可能性の確保」である。社会保障改革の財源確保と財政健全化は

相反する課題ではなく、両者を同時達成するしか、それぞれの目標を実現する

道はない。
4

このような考え方に立って、社会保障・税二体改革においては、社会保障給付

にかかる安定財源を確保していくことを通じて、財政健全化を同時に実現する。

《2015年度における姿》
5

具体的には、まずは、2015年度までに段階的に消費税率(国・地方)を 10%ま

で引き上げ、国・地方合わせて、上記Ⅱ-1で示す「機能強化」にかかる費用、

高齢化の進行等により増大する費用及び基礎年金国庫負担2分の1を実現する

ために必要な費用(社会保障国民会議では、この3つの経費を合計して「機能強

化」として試算している)、 後代に付け回しをしている「機能維持」にかかる費用及

3民主党「税と社会イ卿章初ん村奥岩施肇鈍中間整理
4「たビ¥郡朝会化だけが追求され財政健全化が後回しにされるならば、柵 障制度もまた遠から

｀
り機育姜主

する。助 しヽ、財政健全化のみを目的とする改革で社会保障の質が犠牲になれば、社会の活力を引き出すことは

できず、財政は釘助 目ゞ指す持続可能な日本そのものが実現ぬ い。」(有識者検討会報告)
5Ⅱ _2における総合的な整理を踏まえた対応に留意する。
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び消費税率引上げに伴う社会保障支出等の増加に要する費用を賄うことにより、

社会保障の安定財源確保を図る。

これらの取組みなどにより、2015年度段階での財政健全化目編の達成が見

込まれ7、「社会保障の安定財源確保と財政健全化の同時達成」への一里塚が築

かれる。

税+1全体の

税制抜本改革については、社会保障改革の進め方との整合性にも配意しつつ、

平成 21年度税制改正法附則 104条第 3項及び平成 22年度・23年度税制改正大

綱 (閣議決定)で示された改革の方向性に沿つて、以下の考え方により検討を加え、

個人所得課税、法人課税t消費課税、資産課税にわたる改革を進める。また、地方

に関わる事項については、地方団体の意見に十分配意して、検討を進めることと

する。

(1)個人所得課税

雇用形態や就業構造の変化も踏まえながら、格差の是正や所得再分配機能

等の回復のため、各種の所得控除の見直しや税率構造の改革を行う。給付付き

税額控除については、所得把握のための番号制度等を前提に、関連する社会

保障制度の見直しと併せて検討を進める。金融証券税制について、金融所得課

税の一体化に取り組む。                 '

(2)法人課税

企業の国際的な競争力の維持・向上、国内への立地の確保・促進、雇用と国

内投資の拡大を図る観点から、国際的な協調や主要国との競争条件等にも留意

しつつ、課税ベースの拡大等と併せ、法人実効税率の引下げを行う。地域経済

の柱となり、雇用の大半を担っている中小法人に対する軽減税率についても、

6 明敏運営戦略」呼戒 羽年 6月 22日閣議決定 において、国及び国。地方の基礎的訥卿随妨雷確族にDP
比を、2015年度までに2010年度の水準から半減し、2020年度までに黒字化させた上で、2021年度以降において、
国。地方の公債等残高の対GDP比を安定的に低下させることとされている。
7 財政健全化目標の達成所要額は、内閣府「経済財政の中長期試算」(平成23年 1月 )を前提としている(年央に
姉 )。
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中小企業関連の租税特別措置の見直しと併せ、引下げを行う。

(3)消費課税

消費税(国・地方)については、本成案に則つて所要の改正を行う。いわゆる

逆進性の問題については、消費税率(国・地方)が一定の水準に達し、税・社会

保障全体の再分配を見てもなお対策が必要となった場合には、制度の簡素化や

効率性などの観点から、複数税率よりも給付などによる対応を優先することを基

本に総合的に検討する。

併せて、消費税制度の信頼性を確保するための一層の課税の適正化を行う

ほか、消費税と個別間接税の関係等の論点について検討する。

エネルギー課税については、地球温暖化対策の観点から、エネルギー起源

C02排出抑制等を図るための税を導入する。また、地球温暖化対策に係る諸施

策を地域において総合的に進めるため、地方公共団体の財源を確保する仕組

みについて検討する。車体課税については、地球温暖化対策の観点や国及び

地方の財政の状況も踏まえつつ、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方

向で見直しを検討する。

(4)資産課税

資産再分配機能を回復し、格差の固定化を防止する観点から、相続税の課税

ベース、税率構造を見直し、負担の適正化を行う。これと併せ、高齢者が保有す

る資産の現役世代への早期移転を促し、その有効活用を通じた経済社会の活

性化を図るとの観点から、世代を超えた資産格差の固定化にも配慮しつつ、贈

与税を軽減する。また、事業承継税制について、運用状況等を踏まえ見直しを

検討する。
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(5)地方税制

地域主権改革の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保

の観点から、地方消費税を充実するとともに、地方法人課税のあり方を見直すこ

となどにより、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築する。

また、税制を通じて住民自治を確立するため、現行の地方税制度を「自主的な判

断」と「執行の責任」を拡大する方向で改革する。

(6)その他

上記の改革のほか、社会保障・税に関わる共通番号制度の導入を含む納税

環境の整備を進めるとともに、国際的租税回避の防止を通じて適切な課税権を

確保しつつ投資交流の促進等を図る等の国際課税に関する取組みや国際連帯

税等について、検討を行う。

なお、平成22年度・23年度税制改正においては、このような方向性を踏まえ、税

制抜本改革の一環をなす緊要性の高い改革に取り組んできたところであり、現在、

国会において審議が行われている平成 23年度税制改正については、引き続き、

その早期実現を目指す。
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V社 会保障・税一体改革のスケジュープ

社会保障・税一体改革にあたっては、「国と地方の協議の場」で真摯に協議を行

い、国・地方を通じた改革の円滑かつ着実な推進を図る。

社会保障改革については、税制抜本改革の実施と併せ、別紙1に示された工程

表に従い、各分野において遅滞なく順次その実施を図る。

税制抜本改革については、経済状況の好転を前提として遅滞なく消費税を含む

税制抜本改革を実施するため、平成 21年度税制改正法附則 104条に示された道

筋に従つて平成 23年度中に必要な法制上の措置を講じる。

上記のスケジュールに基づき、不断に行政改革を推進しつつ、国民の理解と協

力を得ながら社会保障と税制の改革を一体的に進める。

経済成長との

デフレからの脱却を実現するため、日本銀行との緊密な連携の下、強力かつ総

合的な政策努力を最大限行い、我が国経済を本格的な成長軌道に乗せていく。社

会保障の分野では、潜在需要の顕在化や安心できる社会保障制度の確立により、

雇用を生み、消費を拡大するという社会保障改革と経済成長の好循環を通じて、

成長と物価の安定的上昇に寄与する。

社会保障は需要・供給両面で経済成長に寄与する機能を有しており、医療や介

護分野での雇用創出や新たな民間サービス創出のための環境整備、IC丁などのテ

クノロジーを活用した社会保障費用の最適化、サービスの質の向上、医療イノベー

ション、ライフイノベーションの推進、ドラッグラグ・デバイスラグの早期解消、先進

医療制度の運用改善、民間企業を含めた多様な事業主体の新規参入促進、「新し

い公共」の創造など、利用者・国民の利便の向上と新たな産業分野育成の観点か

らの諸改革を進める。
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充実

(金額は公費 (2015年 )

社会保障改革の具体策、工程及び費用試算

重点化

(金額は公費

効率化

(2015年 ).)

季ξ宅(齋塾)
0, 7兆円程度

※ 税制抜本改革以外の財源も含めて
1兆
「
1超程度の措置を今後検討

重点化・効率化計

(2015年 )

「☆」成長戦略に特に関係が深い項目
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帰

～ ■.4兆円程度 ～ 0. 7兆円程度



‐充実計

(2015年 )
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(2015年)  (改革の内容により変動)
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介護計 |(2015年)
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(改革の内容により変動)

重点化 ,効率化計
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充実

(金額は公質 (2015年 ))

充実計    o.6兆 円程度
(2015年 )(改革の内容により変動)
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(金額は公費 (2015年 ))

重点化・効率化計

(2015年 )
影響額は改革の

内容により変動
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。ジョプ。カードの活用等による若者の安定的雇用の確保
。女性の就業率のM字カープの解消
・超高齢社会に適合した雇用法制の検討など年齢にかかわりなく働き
続けることができる社会づくり
。福祉から就労への移行等による障害者の雇用促進
。地域の実情に応じた関係機関の連携と就労促進施策の総合的実施

イーセント・ワーク (働きがいのある人間らしい仕事)の実現
・非正規労働者の公正な待週確保に横断的に取り組むための総合的ビジョンの策定
。有期契約労働者の雇用の安定や処遇の改善に向けた法制度の整備の検討

○総合的ビジョン :2011年に策定
○法制度整備 :2011年度労働政策審議会で結論、所要の見直し措置
○労働安全衛生法改正法案について、早期国会提出に向け検討

〇雇用保険法、求職者支援法の規定 (注 3)を踏まえ検討

・就業率
2009年  75% → 2020年 80%
(若者 : 74% → 77% )
(女性 (25～ 44歳):
66% → 73% )

(高齢者 :57% → 63% )
・ジョプ・ヵ―ド取得者 300万人 佗020年 )
・障害者の実雇用率 18%0020年 )

O医療イノベーションの推遺 ☆
。国際水準の臨床研究中核病院等の創設
・日本発のシーズを実用化につなげるための実務的な相談支援
・独)医薬品医療機器総合機構 (PMDA)の 体制強化
,保険償還価格の設定における医療経済的な観点を踏まえたイノベーションの評価等
のさらなる検討

○計画的・集中的基盤整備

一一一一――一――――――一一
。鮨 就 等:な

・
綺讃 がら U輔 てTち「中 訂

○臨床研究中核病院等に対し、継続的に研究費を重点配分
OPMDAの 審査体制等の強化 :2013年度末までに常動数を
751名に増員 (2011年銅 1日現在648名)。 弓lき続き、
合理化・効率化を図りつつ、さらなる強化策を検討
○先進医療制度の申請・審査手続きの効率化 :2011年度からの
実施に向け検討

○第2のセーフテイネツト08築
・求職者支援制度の創設

:ダ議斃詈馳鼈虔藁際
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~~
○引き続き総合的に推進
○事業の継続実施
○ワンストップ・伴走型の市町村主導の専任機関の設置
(順次設置)

○引き続き総合的に検討

―
¨

… …

‐‐
一
‐
― ― ―

―
―
¨ ¨ ¨ ‐

… … …… … …
―
― ―

―
― ― ― ― ― ― 一 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

―… … ―― ― ―
―
―
―
一 ―

―
一 ― 一

―
― ― ― ―

¨ ‐‐
― ― ―… ―― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 一 ―

‐ ―

○障害者情策
障害者総合福祉法

○震災復興の検討の中で対応

○次世代を担う子ども 。若者の育威
・雇用流動化に対応して、手に職をつけ就業につなげるための教育環境整備
の質と機会均等の確保 ありながら好成績を修め

○関連制度の改革と併せ検討
―
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〇生活保護の見直し 〇生活保護基準 :基準部会 (2011年 4月開始)において、
・稼得能力を有する生活保護受給者向け自立・就労支援メニューの充実と支援強化             2012年 末までに検証を実施・豚得屁刀そ偏丁る王漕保霞史緒者同け目豆・顧男又残メニユーの九美と更残蝦イ6             2012年 末までに検証を実施
。子どもの貫困連鎖の防止                              ○生保基準以外 :国と地方の協議の開催 (2011年 5月開始 )
・医療扶助等の適正化、不正受給防止対策の徹底                            →必要に応じて法案提出
_■_客観的デ=夕

f「宣」(4活保護基準の検討………………―――…………‐―――…………――――――一―――………………‐―‐―………―――――…………―――――…………‐―………………

注
注
注

1財源については、
雇用保険法 :雇用保険の国庫負担については、]
求職音支援法 :法施行後3年を目途とした特理 その支援施策に関する り方について速やかに検討する。





社会保障の安定財源確保の基本的枠組み 男11低 2

(2011年度)

制度改革に伴う増及び
消費税引上げに伴う社

社会保障4経費
(国。地方 )

32.0リヒH

社会保障4経費
(国・地方 )

37.0兆円

「
~~~~~~~~~― ―――――

l

↑
現行5%

(注 1)消費税収は、現在は、国分は予算総則により高齢者3経費に充てられ、地方分は一般財源である。

(注2)消費税収 (国分)を充当する社会保障給付の具体的分野 (2015年度時点)は、高齢者3経費を基本としつつ、今後検討。

(注3)社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「市1度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費
用」(平成21年度税制改正法附則104条)をいう。所要額は厚生労働省による推計(2011年5月 時点)。 また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全
体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。               ・

(注4)2015年度の消費税収は、内閣府「経済財政の中長期試算」(平成23年 1月 )に基づく推計 (年央に改訂)。
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社会保障改革の安定財源の確保
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(注1)消費税引上げに伴う社会保障支出等の増には、消費税を引き上げた場合に増加する国・地方の物資調達にかかる支出も含まれる。所要額は、財務省推計(2011年 5月 時点)であり、今
後各年度の予算編成過程において精査が必要。

(注2)高齢化等に伴う増は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸びを超える増加のことである。

(注3)機能強化の額は、厚労省による推計 (2011年 5月 時点)。 機能強化の具体的な内容は、別紙1のとおり。
(注4)社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」(平成21年度税制
改正法附則104条 )をいう。所要額は厚生労働省による推計 (2011年 5月 時点)。 また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた
社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。
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社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成
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(注1)「財政運営戦略J(平成22年 6月 22日 閣議決定)における財政健全化目標において、国・地方及び国の基礎的財政収支赤字の対GDP比を、2015年度までに2010年度の水準から半減し、
2020年度までに黒字化することとされている。内閣府試算 (平成23年 1月 )の2015年度の試算結果からは、消費税率換算で約3%の PB(国・地方)の改善が必要。

(注2)改革後ベースにおける「高齢化等に伴う増」は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸び (「機能維持Jに含まれる)を超える増加のことである。
(注3)社会保障給付には、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。



消費税収 (国●地方)の社会保障財源化・区分経理のイメージ (参考 )
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平成21年度税制改正法附則第104条 (抄 )

附 則
(税制の抜本的な改革に係る措置 )

第104条 政府は、基礎年金の国庫負担割合の 2分の 1への引上げのための財源措置並びに年金、医療及び介護の社会保障
給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用の見通 しを踏まえつつ、平成20年度を含む 3年以内の景気回復
に向けた集中的な取組により経済状況を好転させることを前提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制
の抜本的な改革を行うため、平成23年度までに必要な法制上の措置を講ずるものとする。この場合において、当該改
革は、2010年代 (平成22年から平成31年までの期間をいう。)の半ばまでに持続可能な財政構造を確立することを旨
とするものとする。

2 前項の改革を具体的に実施するための施行期日等を法制上定めるに当たっては、景気回復過程の状況、国際経済の動
向等を見極め、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとするものとし、当該改革は、不断に行政改革を推
進すること及び歳出の無駄の排除を徹底することに一段と注力して行われるものとする。

(略 )



附則第104条に関する主な国会答弁等

①菅総理の答弁(H23.126衆・本会議 :対谷垣禎―議員)
・附則104条の規定は、平成23年度までに年金、医療、介護、子育てなど社会保障に必要な費用の増大を踏まえ、税制抜本改革法案を提

出することを政府に義務づけているものであり、政府としては、法律を尊重し、しかるべく対応すべき1)のと考えているところであります。

②中川秀直衆議院議員の質問主意書に対する答弁(H232.25閣議決定)
。「平成二十三年度までに必要な法制上の措置を講ずるものとする」とは、平成二十三年度までに消費税を含む税市Jの抜本的な改革の具
体的な内容を定める法案を国会に提出することを政府に義務付けているものと考えている。

法案提出、改革実施のタイミングと経済状況の関係

○与謝野大臣の答弁 (H21.2.24衆・予算委 :対細野豪志議員)
。(経済の好転が)うまくいつたら2011年度 (平成23年度)から壼りましょう、でも、うまくいかない場合でも、2011年度 (平成23年度)までには

法律だけはつくつておきましょう、だけれども、実際それでやる、具体的にスタートするのは、それは別の判断ですよと∩ただ、法律としての

税法としてのフレームワークはそれまでにつくつておく必要があるでしょう、それを開始するための条件というのはまた別なんじゃないです
か、また別にちゃんと決めなきゃいけないでしょうと。そういうことが書いてあるので、そんな難しい複雑なことが書いてあったり、何か逃げよう
とか、何か強引にやろうとか、そういうことが書いてあるわけじゃないんですね。

経済状況との関係

①峰崎直樹参議院議員の質問主意書に対する答弁(H2133閣議決定)
。「経済状況の好転」については、種々の経済指標を考慮した上で、総合的に判断していくこととなるものと考えている。

②中川秀直衆議院議員の質問主意書に対する答弁(H23.2.25閣 議決定)
。「経済状況を好転させることを前提」とは、景気回復に向けた集中的な取組により、種々の経済指標を考慮した上で、総合的に判断し
て、消費税を含む税制の抜本的な改革を実施できる状況とすることを指すものと考えている。
。(景気回復過程の状況とは)経済が悪化している状況から持ち直し、改善していく過程の状況を指すものと考えている。

③与謝野大臣の答弁 (H21.3.17参・財金委 :対大塚耕平議員)
。何か数学的にあるいは数字的にこの指標とこの指標とこの指標がそろったら景気回復だと、そういう議論はやめようという話になりました。
やはりこれは、どの党がその当時、そのときに政権を取つてLヽるかとtiとは別にして、やはり政権政党あるいは国会全体が総合的な政
治的な判断をして税の改革というのを行うので、これは景気回復ということが書いてありま土!立れども、これは具体的なこういう条件とこういう
条件とこういう条件がそろつたら景気回復というのではなくて、すぐれて総合的な判断だということにしてあるわけでございます。



(参考)税制抜本改革への言及

平成23年度税制改正主要事項にかかる提言 (2010.12.6民主党)

おわりに

今回の税制改正の議論では、昨年の税制改正大綱、および「税と社会保障の抜本改革調査会」が党に設置されたことを踏まえ、
所得税、法人税、資産税を中心に議論を行ってきた。特に基幹税たる所得税の改革は重要な課題であり、「所得再分配機能回
復」や「支え合いの税制」を構築していくことについて議論を重ねてきた。
今回の所得税の見直し提言は、抜本改革の前ではあるが先行して諸控除の見直しを行い所得再分配機能の回復を図るもので
ある。ただし、過度に特定の者に負担を求めるようなことがあれば、民主党の目指す「公平・透明・納得」の税制とは程遠い姿になり
かねない。
「公平:透明・糸内得 |の税制を築き、社会全体が立え合つ新しいモデとを櫨築して立ヽくためには、およ乙所得税改革だけでなし得る
ものではなく、消費税を含む抜本改革に政府は一刻1)早く着手すべきである。

税と社会保障の抜本改革調査会「中間整理」(2010.12.6民主党)

○国民が安心できる福祉社会は公正な国民負担の上で成立する
「現在の世代が受ける社会保障は、現在の世代で負担する」ことを目指す中で、現在の世代に負担を求める時には、国民の納得
を得られる実質的に公正な負担のあり方とする。
社会保障の財源は、税制全体で「所得。消費・資産」のバランスのとれた改革を行う中で確保していく。社会保障全体の財源は税
制全体で確保していくが、その中でも「国民全体で広く薄く負担する」「安定した税収」という特徴を有する消費税は非常に重要で
ある。「公平・誘明・納得 |の税制を築き、社会全体が支え合う新しいモデルを構築していくためには、およそ所得税改革だけでなし
得るものではなく、消費税を含む抜本改革に政府は一刻も早く着手すべきである。

平成23年度第1次補正予算等に関して(2011.4.29民主口自民・公明3党合意 )

3.年金財政に対する信頼を確保するためにも、社会保障改革と税制改革の一体的検討は必須の課題であり、政府・与党は、
実行可能な案を可及的速やかにかつ明確に示し、国民の理解を求める。



「あるべき社会保障」の実現に向けて (抄)①
民主党「社会保障と税の抜本改革調査会」

(平成23年 5月 26日 )

<東日本大震災を受けて>
この間、3月 11日に「東北地方太平洋沖地震(東日本大震災}」が発災した。史上最大レベ

ルのマグニチュード9.0の地震、大津波に加え、我が国が初めて経験する極めて深刻な原
発事故まで同時発生した今回の事態は、まさに未曽有の事態であり、多くの国民の生活、我
が国の将来に重大な影響を与えた。

社会保障もその例外ではなく、診療情報の喪失や医療介護・医薬品の提供不足など高齢
化の進む地域におけるサービス提供体制のあり方、地方自治体におけるワンストップ機能・

セーフティネット機能の重要性などを浮き彫りにする一方で、地域社会には「国民の絆」がま
だしつかりと結ばれており、社会保障の基盤である国民の連帯感が維持されていることに希
望が感じられた。

また今回の震災は、少子高齢化の急速な進行、人口減少社会の到来、社会保障制度の疲
弊、極めて厳しい財政状況など危機的な状況の中で生じたいわば「危機の中の危機」である。
震災からの復旧・復興に真剣に取り組むのは当然であるが、震災を理由とする抜本改革の
先送りは許されるものではなく、社会保障と税の抜本改革の歩みを着実に進めなければなら
ない。

その際、被災者口被災地の復旧、復興を日本全体の復興、そして再生へつなげていかなけ
ればならない。社会保障についても、以下に記載する事項を中心とする「あるべき社会保障」
を実現することでt災害に強いだけでなく、未来志向の見地から、被災地を少子高齢化が進
む日本社会の先進的モデルとしていく。



「あるべき社会保障」の実現に向けて (抄)②
民主党「社会保障と税の抜本改革調査会」

(平成23年 5月 26日 )

<今後の進め方>
民主党は「中間整理」で、「社会保障の水準を現在より引き上げることで、国民が社会保障
のメリットを実感でき、現在の安心と将来への希望を抱ける豊かな福祉社会を構築」「国民

の安心感、生活を高めるための社会保障の量的・質的な拡充を実現」という方向性を打ち出
した。

その後、東日本大震災が発生し、国民生活や我が国の経済口財政に甚大な影響を与えた
が、国民の安心と社会の活力を高めるためにも「中間整理」に掲げた基本的な方向性を維
持する。

そのためには社会保障に係る財政的基盤を大幅に強化することが必要であるが、冒頭提
示した目指す社会像を実現するため、この財源の議論から逃げることはできない。国際的に

みても、高齢化の状況からいつても、我が国の国民負担率は決して高いとは言えない。国民

負担率を国際的に妥当な水準まで引き上げ、社会保障分野への還元率もふまえて、適切な

所得再配分の財源に充当することで、より公平・公正で、より受益感覚が得られ、より納得
感のある社会保障を実現し、真に必要な支援の更なる拡充を図るべきである。

今後、「あるべき社会保障」を実現するための財源の議論を行うことで、将来の社会保障
の姿とこれを支える財源について、国民の皆様に提示していく。
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民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」(中間整理)(抄 )

(平成22年 12月 6日 )

○ 現在の社会保障の財源の多くは赤字国債、すなわち将来世代の負担で賄われている。このよ

うな現状は、危機的ともいえる国の財政の面からもこれ以上放置しておくことはできず、「現在の

世代が受ける社会保障は、現在の世代で負担する」状態へ回帰させるために、できるだけ速や

かに税制と社会保障制度一体での具体的な改革案を示し、財政健全化にもつなげる。

○ 「公平・透明・糸内得」の税制を築き、社会全体が支え合う新しいモデルを構築していくためには、

およそ所得税改革だけでなし得るものではなく、消費税を含む抜本改革に政府は一刻も早く着

手すべきである。

○ 今回の中間整理では個別の社会保障制度の具体的な将来像やその必要財源及びその必要

財源を確保するための具体的な税制改革の方策まで示すに至つてぃないが、社会保障に対す

る国民の信頼を早急に回復する必要があること、財政状況が極めて厳しいことを踏まえれば、税

と社会保障の抜本改革は一刻の猶予もならない課題であり、少子高齢社会を克服する日本モ

デルに向けて、早急に政府与党で検討を行つた上で、国民的な議論に付さなければならない。
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政策推進指針
(平成 2

～日本の再生に向けて～
3年 5月 17日 閣議決定)

(抄)

2.日本再生に向けた再始動
(2)各主要政策の進め方
「震災復興」と並ぶ日本再生は、「財政・社会保障の持続可能性確保」及び「新たな成
長へ向けた国家戦略の再設計 0再強化」の二つの柱で実行する。

|.財政 D社会保障の持続可能性確保

● 社会保障 口税一体改革
口 「社会保障改革に関する集中検討会議」
従って 6月末までに成案を得る。

において議論を進め、昨年末の閣議決定に

4



「平成23年度第一次補正予算等に関して」

(いわゆる三党合意)

平成23年 4月 29日

(抄 )

3.年金財政に対する信頼を確保するためにも、社会保障改革と税
制改革の一体的検討は必須の課題であり、政府・与党は、実行可
能な案を可及的速やかにかつ明確に示し、国民の理解を求める。

以上確認する。

平成23年4月 29日

民主党 政策調査会長  玄葉 光―郎
自由民主党 政務調査会長  石破  茂
公明党 政務調査会長   石井 啓一

5



第 177回国会における菅内閣総理大臣施政方針演説 (抄 )
(平成23年 1月 24日 )

(社会保障制度改革の進め方)
厳しい財政状況ですが、来年度については、このように、国民生活を守るための予算を確保
できました。公共事業の絞り込みや特別会計の仕分けなど、最大限の努力を重ねた結果です。
昨年決めた財政健全化の約束も守りました。しかし、こうした努力だけで膨らむ社会保障の財
源を確保することには限界が生じています。制度が想定した社会経済状況が大きく変化した今、

我が国は社会保障制度を根本的に改革する必要に直面しています。この認識に立ち、内閣と与
党は、社会保障制度改革の五つの基本原則をまとめました。第一は、高齢者をしっかり守りな
がら若者世代への支援も強化する、「全世代対応型」の保障であります。第二は、子ども・子
育て支援による「未来への投資」であります。第二は、地方自治体による「支援型サービス給
付」の重視です。第四として、制度や行政の縦割りを超え、サービスを受ける方の視点に立っ
た包括的な支援を挙げました。そして第五が、次世代に負担を先送りしない安定的財源の確保
です。公正で便利なサービスを提供するため、社会保障と税の共通番号制度の創設も必要です。
これら五つの基本原則を具体化し、国民生活の安心を高める。そのためには、国民の皆様にあ
る程度の負担をお願いすることは避けられないと考えます。内閣は、ことし六月までに、社会
保障改革の全体像とともに、必要な財源を確保するための、消費税を含む税制抜本改革の基本
方針を示します。国民の皆様に十分考えていただ<ため、検討段階から、さまざまな形で議論
の内容を発信してまいります。
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社会保障改革の推進について(抄 )
(平成22年 12月 10日 政府・与党本部決定口平成22年 12月 14日 閣議決定)

1.社会保障改革に係る基本方針

○ 少子高齢化が進む中、国民の安心を実現するためには、「社会保障の機能強化」

とそれを支える「財政の健全化」を同時に達成することが不可欠であり、それが国

民生活の安定や雇用・消費の拡大を通じて、経済成長につながつていく。

Oこ のための改革の基本的方向については、民主党「税と社会保障の抜本改革調
査会中間整理」や、「社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への

社会保障ビジョン～」において示されている。

○ 政府・与党においては、それらの内容を尊重し、社会保障の安定・強化のための

具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定的

確保と財政健全化を同時に達成するための税制改革について一体的に検討を進

め、その実現に向けた工程表とあわせ、23年半ばまでに成案を得、国民的な合意

を得た上でその実現を図る。

フ



平成23年度税制改正大綱 (抄 )

(平成22年 12月 16日 閣議決定)

12月 10日 に本部決定され、同14日 に閣議決定された「社会保障改革の推進について」

では、今後の社会保障改革について、民主党「税と社会保障の抜本改革調査会中間整

理」や「社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への社会保障ビジョン

～」に示された内容を尊重し、社会保障の安定・強化のための具体的な制度改革案とそ

の必要財源の安定的確保と財政健全化を同時に達成するための税制改革について一

体的に検討を進め、その実現に向けた工程表とあわせ、平成23年半ばまでに成案を得、

国民的な合意を得た上でその実現を図ることが決定されました。

今後、税制調査会では、この決定を踏まえた政府口与党内の検討と緊密に連携しながら、

早急に税制抜本改革の具体的内容について検討を行つていきます。
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平成23年度税制改正主要事項にかかる提言 (民主党税制改正 PT)(抄 )

(平成22年 12月 6日 )

おわりに

今回の税制改正の議論では、昨年の税制改正大綱、および「税と社会保障の抜本
改革調査会」が党に設置されたことを踏まえ、所得税、法人税、資産税を中心に議
論を行ってきた。特に基幹税たる所得税の改革は重要な課題であり、「所得再分配
機能回復」や「支え合いの税制」を構築していくことについて議論を重ねてきた。
今回の所得税の見直し提言は、抜本改革の前ではあるが先行して諸控除の見直しを
行い所得再分配機能の回復を図るものである。ただし、過度に特定の者に負担を求
めるようなことがあれば、民主党の目指す「公平・透明 0納得」の税制とは程遠い
姿になりかねない。
「公平・透明 0納得」の税制を築き、社会全体が支え合う新しいモデルを構築し
ていくためには、およそ所得税改革だけでなし得るものではなく、消費税を含む抜
本改革に政府は一刻も早く着手すべきである。
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財政運営戦略の概要 (平成22年 6月 22日 閣議決定)

財政健全化目標

※内外の経済の重大な危機等により目標の達成等が著しく困難と認められる場合には、達成時期等の変更等の適切な措置。

財政運営の基本ルール

(1)財源確保ルール (「ペイアズユーゴー原則」)
歳出増・歳入減を伴う施策の新たな導入・拡充を行う際は、恒久的な歳出削減・歳入確保措置により安定的な財源を確保。

(2)財政赤字縮減ルール

収支目標達成のため、原則として毎年度着実に財政状況を改善。

(3)構造的な財政支出に対する財源確保
年金、医療及び介護の給付等の施策に要する社会保障費のような構造的な増加要因である経費には安定的な財源を確保。

(4)歳出見直しの基本原則
特別会計を含め全ての歳出分野の無駄の排除を徹底し思い切つた予算の組替え。

(5)地方財政の安定的な運営
財政健全化は国・地方が相協力しつつ行う。国は、地方の自律性を損ない、地方に負担を転嫁するような施策は行わない。

収支(フロー)目標

① 国・地方の基礎的財政収支(プライマリーバランス)

・遅くとも2015年度までに
赤字対GDP比を2010年度から半減

・遅くとも2020年度までに黒字化

② 国の基礎的財政収支 :上記と同様の目標

③ 2021年度以降も、財政健全化努力を継続

2021年度以降において、国・地方の公債等残

高の対GDP比を安定的に低下させる
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